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はじめに
　本研究の目的は，1960年代のネパール王国（Kingdom of 
Nepal. ネパール）*1 における中等教育計画の特徴を，「ネパー
ル国家教育計画委員会」（Nepal National Education Planning 
Commission. NNEPC）報告書（1956），および，「国家教育審議
会」（All-Round National Education Committee. ARNEC）報告
書（1961）などの教育計画および政策文書を対象にして，両委
員会の中等教育制度構想およびそのカリキュラム案を，特に中
等教育の目的や，初等教育および高等教育との接続の観点から
比較して究明することである。
　ネパールは，その様々な特徴から，特に文化，政治，経済な
どの領域において，内外の研究者の関心を集めてきた。近年で
は，ネパールが現代の「教育問題」を，あるいは，多文化，多
民族，多言語など第三世界の教育に係る主要トピックを典型的
にはらむことから，教育学においても同国を対象とする成果が
蓄積されつつある。他方で，ネパールがたどった特異な教育開
発の過程について，その草創期にさかのぼり直接追究する試み
は，必ずしも多くなされていない（中村, 2007, p.51）。
　しかし，近年におけるネパール教育研究の成果の価値をより
高めるためには，まず，教育問題あるいはその主要トピックを
めぐる現状の背景についてより深く理解することが求められる。
この理解に有効であるのは，ネパールにおける教育計画や政策
の歴史的展開の解明，具体的には，今日の教育計画に直接関係
しつつ，遡行し得る最前の時期である1950年代以後の教育計画
および政策へ特に注目し，その特徴や現代に至る展開を明らか
にすることである。
　本研究は，こうした課題意識に対して，1960年代の中等教育
の側面から応ずる試みである。
　1960年代を対象とする理由は，第一に，1950年代の教育計画
および政策の特徴や展開については，すでに中村（2004, 2007）
などを通じてその一端を解明しつつあるからである。すなわち，
こうした成果を踏まえた，より後の時代におけるそれの究明が，
今日求められる研究上の課題といえる。第二に，1960年代は，
ネパールの教育開発が本格化し，1950年代の成果と課題を踏ま
えて，あるいは，政治体制の変化にともなって，教育行政組織
や教育法規が整備されていく，ネパール教育史においてきわめ
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要 旨
　本研究の目的は，1960年代のネパールにおける中等教育計画の特徴を，NNEPC報告書（1956）およびARNEC報
告書（1961）などの教育計画および政策文書を対象にして，両委員会の中等教育制度構想およびそのカリキュラム
案を，特に中等教育の目的や，初等教育および高等教育との接続の観点から比較して究明することである。
　NNEPCの教育制度計画において，中等教育は優先開発領域に位置付けられてはいない。しかし，同教育におけ
る多目的ハイスクール構想は，国家開発に資する職業教育の積極的導入や，他の教育段階との連続性相補性の重
視といった，NNEPCの教育制度計画の特徴を端的に示す重要な企てである。
　ARNECの教育制度改革案は，基本的にNNEPCの教育制度計画に近似しており，その骨子を全面的あるいは部
分的に継承しつつ，従来の教育制度の根本的変革を図るという意味で，王政復古後のネパールの教育計画群にお
いて重要な意味を持つ。
　他方で，ARNECの中等教育制度構想は，NNEPCの多目的ハイスクール構想とは懸隔している。すなわち，従
来の中等教育における問題点の克服や，あるいは，国家開発におけるニーズ充足を目的としたNNEPCの構想や方
策は，ARNECの中等教育制度構想においてほぼ受容されていない。むしろ，語学教育や進学準備教育に傾斜し，
職業教育の余地に乏しいARNECの中等教育カリキュラム案は，NNEPCが批判した既存学校のそれに近い。
　こうしたARNECの中等教育制度構想は，1960年代の教育計画へ具体的に反映されてはいない。ただし，同構想
には，一般教育とサンスクリット教育の共在，中等教育の二段階化など，後の教育計画および政策に与えた影響
も看取し得る。
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て重要な時期であるからである。なお，「国際連合教育科学文
化機関」（United Nations Educational, Scientific and Cultural 
Organization. UNESCO）調査団を複数回にわたって受け入れ
るなど，ネパールが国際機関と関係を深めていったのも，この
年代である。
　中等教育のカリキュラム案に注目する理由は，1960年代に
おける教育開発を総合的かつ動的に追究する上で有効な知見
を得るためである。すなわち，中村（2013）で述べたように，
ARNECの教育制度改革計画は，全体としてNNEPCのそれを
踏襲しているが，中等教育制度については，両者が明確に異な
る構想を有する。特に，NNEPCの多目的ハイスクール（multi-
purpose highschool）構想におけるカリキュラム案は，従前の
中等教育における問題の根本的変革を図り，かつ，初等教育お
よび高等教育の重視という教育制度計画総体の特徴を明示する
重要な企てであるが，ARNECは，NNEPCのカリキュラム案
とは異なるそれを策定している。すなわち，両者の相違点に注
目することで，ARNECの教育制度改革案の特徴をより明確化
し得ると考えられる。
　先行研究に関して，王政復古後に限っても，1960年代以前の
ネパールにおける教育の歴史追究そのものが寡少である。欧米
の文化人類学や政治学においては，教育を通じた国民統合とい
う，ネパールの試みが研究者の注目を集めているが，1960年代
の教育計画や政策等について，とりわけ特定の教育段階や領域
について直接言及するものは少ない。また，中村（2013）にお
いても，1960年代のネパールにおける教育制度改革の背景と特
徴の解明を試みつつ，各教育段階・領域計画の詳細な検討には
至っていない。
　以下では，まず，1950年代までの中等教育の状況を確認しつ
つ，NNEPCの中等教育計画を，特に多目的ハイスクール構想
に注目して整理する。次に，ARNECの教育制度改革案全体を
把握した後，特にその中等教育制度構想の特徴をNNEPCのそ
れとの違いに注目して明らかにする。続いて，NNEPCおよび
ARNECの中等教育カリキュラム案を，特に中等教育の目的や
初等教育および高等教育との接続の観点から比較することで，
後者の特徴をより明確化する。そして，UNESCOの調査報告
書案などに基づき，この時期における当該教育政策の展開を追
究し，最後に今後の課題を述べる。　
Ⅰ　1950 年代における中等教育の状況と NNEPC
　　の中等教育計画の特徴 *2 
１　王政復古直後の学校種と中等教育における問題点
　現在のネパールの版図は，18世紀末までにシャハ（Shah）王
朝の祖によってほぼ統一された。しかし，程なく王権は衰え，
19世紀半ばには，王宮の内争に乗じてラナ（Rana）家が国権を
掌握し専制政治体制を確立した。このラナ家専政は，1951年の
王政復古まで100年以上続く。
　ラナ体制における主要な学校教育の系は三種に類別できる。
第一に，いわゆる英学教育（English Education）を提供する英
学学校，第二に，サンスクリット語による宗教教義等の学習
を提供するサンスクリット・スクール，第三に，M. K. Gandhi
（Gandhi, Mohandas Karamchand. 1869-1948）が主唱したベイ
シック・エデュケイション（Basic Education）を実践するベイ
シック・スクールである。
　このような学校教育は，民衆への教育普及を阻害する傾向に
あったラナ為政者により，充分に発展することはなかった。中
等教育については，王政復古（1951）時の学校数は，英学学校7校，
サンスクリット・スクール２校，ベイシック・スクール２校に
とどまる。しかし，ラナ体制の崩壊は，国内の教育を爆発的に
拡大させる契機となり，1954年における中等学校数は，それぞ
れ，65校，５校，13校に急増した。
　こうして急速に，しかし不斉一に教育が広がる状況において，
ネパールの教育状況の調査と，国家の教育開発に向けた提言の
ため，1954年にNNEPCが任命される。NNEPCは，現況調査
に基づき当時の学校教育における問題点を指摘しているが，後
述するNNEPCの中等教育計画とその多目的ハイスクール構想
に鑑みれば，以下については，中等教育にも該当すると考えら
れる。すなわち，学校が全国的に寡少であること，富裕層のみ
が学校に接近可能であること，学校のカリキュラムがアカデミ
ックで村落生活から乖離していること，高いドロップアウト率，
語学学習の偏重と社会学習・理科・衛生・美術等の軽視，教
具・教材の不足と劣悪な教育環境，各学校段階における最終試
験の過重視，女子在学者の寡少，教員の社会的地位の低さなど
が，1950年代における中等教育の問題点であったと推測される
（Pandey et al., 1956, pp.39-43）。さらに，中等学校の大半を占
める英学学校については，カリキュラムの多くが職業的価値を
有していないため，ハイスクール卒業以前にドロップアウトし
た者は，「読み書き能力を除いては，実用的価値をほとんど獲
得することができない」と，特に強く批判されている（Pandey 
et al., 1956, pp.44-45）*3。
２　NNEPCの中等教育計画における多目的ハイスクール構想
　NNEPCは，約一年の活動の後，1955年に報告書を提出する。
1950年代の教育開発の基盤となった同書は，「普遍的教育の実
現」，「民衆のニーズに応じた教育の提供」という理念に基づく，
総合的な教育制度創設の計画である。その中核は，民衆への迅
速な教育普及を目的とした初等教育・成人教育・教員養成計画
と，大学の創設を基盤とする高等教育計画であった。
　他方で，中等教育について，NNEPCは，少なくとも20年の間，
少数集団の最終的な教育プログラム，かつ，僅少のカレッジ進
学者に対する中間教育段階であり，民衆に対する５年間の完成
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教育である初等教育を終えた子どものほとんどが接近し得ない
教育機会であると強調し，中等教育の拡大よりも普遍的初等教
育の実現に向けた活動が優先されると明言した*4。それは，初
等教育に比べて相対的にコストが高い中等教育を経済的に運営
して，中級レベルのマンパワーを効果的に生み出すためである。
　こうした方針に基づきNNEPCが設定した中等教育の目的は，
大要，①将来の政治的市民的指導者に対する適切な経験の提供，
②将来の専門的経済的指導者に対する適切な経験の提供，③経
済開発に資する職業訓練の提供，④ネパール文化への寄与，⑤
民主主義社会の発展である（Pandey et al., 1956, pp.107-109）。
　多目的ハイスクールは，これら中等教育の広く多様な目的群
を達成し，かつ，従来の中等教育の問題を克服するべく構想さ
れた５年制の学校である。そのカリキュラムは，①生徒全員を
対象にした一般教育，②個人の「専攻」（"majors"）に応じた職
業教育，③選択科目（外国語，芸術および手工芸，音楽および
民族舞踊など）から構成される。
　このうち，①は，中等学校におけるコア科目（core subjects）
ないし共通科目（common learnings）と位置付けられ，その内
容と構成は，初等学校における「学習体験」をほぼ発展的に継
承している*5*6。また，②における専攻例としては，専門職準
備教育，商業領域，農業領域，工業領域，家政領域，カレッジ
進学準備教育が挙げられ*7，③は，①の発展科目や，②の関連
科目などが例示されている（Pandey et al., 1956, p.109）*8。つま
り，NNEPCの多目的ハイスクール構想には，ごく一部の非専
門ないし非職業カレッジ進学者へ準備教育を施しつつ，大半の
生徒に対しては，最終的な学校教育の機会として，あるいは，
専門職教育の前段階として，コア科目ないし共通科目を軸にし
た職業教育を提供する意図がある。これは，明らかに当時の中
等教育における問題点，特に，カリキュラムにおける語学学習
偏重，村落生活からの乖離や，職業的実用的価値の不足，ある
いは，最終試験の過重視に対応した方策である。
　なお，中等学校の不足については，NNEPCは，５年から10
年以内に，すべての郡（district）における多目的ハイスクール
の新設，あるいは，既存中等学校の当該校への移行を勧告した。
しかし，その他の問題点，特に，中等教育における教員の養成
および教具・教材の開発と普及について，NNEPCは充分に言
及していない。
Ⅱ　1960 年代初めの中等教育の状況と ARNEC の
　　中等教育制度構想の特徴
１　1950年代における教育の数量的拡大とARNECの教育制度
　　改革案の要点
　王政復古が達成されてもなお国内の混乱が継続する中で，
1959年にようやく憲法が発布され，ネパール初の総選挙が実施
された。しかし，1960年には国王がいわゆる「王室クーデター」
を起こし，国家の全権を掌握して親政を開始する。さらに，国
王は，1962年12月において，強大な王権や，パンチャーヤト体
制*9，政党活動の禁止などを明記した新憲法を公布したのであ
る。
　こうした政治状況にもかかわらず，教育は，学校数や在学者
数など，数量的には急速に拡大し*10，たとえば，中等学校数は
156校にまで急増している。しかし，NNEPCが提言した新しい
教育制度の眼目，たとえば，初中等教育における既存学校から
新式学校への移行，学校体系の統一，新カリキュラムの導入な
どは，充分に実施されることはなかった。多目的ハイスクール
の設置も，1959年までに２校開設されて以後停滞し，新設され
た中等学校のほとんどは，NNEPCが職業的価値および実用的
価値に乏しいと批判した英学学校であった*11。こうした中等教
育改革の不振は，当該教育に係る教員の養成や教具・教材の開
発や普及について，NNEPCが必ずしも明示しなかったことも
一因であると考えられる。
　このように，政治体制が王室クーデターにより激変する過程
において，また，教育についてはNNEPCの教育制度計画から
乖離しつつ拡大する中で，1950年代の教育開発の総括と，新し
い教育制度の計画と構築を目的として，1961年にARNECが任
命された。
　ARNECの教育制度改革案の主な特徴は，①複線型から単線
型学校体系への移行，②職業科目を導入した５年間の初等教育，
③２領域から構成される３年間の前期中等教育，④４領域から
成る３年間の後期中等教育，⑤継続的な成人識字プログラムを
重視した社会教育，⑥初等中等学校教員の即時養成，⑦教具・
教材の開発および出版機関の設置，⑧初等中等教育におけるネ
パール語の教授用語化，⑨すべての高等教育施設在籍者による
地方等でのサービス活動（中村, 2013, p.80），⑩サンスクリット
教育の奨励などである。
　これらの多くは，基本的にNNEPCの教育制度計画に近似し
ている。それは，ARNECが，基本的にはNNEPCの教育およ
び民衆の現況理解を踏襲したからであろう。たとえば，初等
教育が大多数の男女にとって最後の学校教育の機会であると
いう認識は，両者に一致している（MoE, 1961, p.17）。他方で，
NNEPCの教育制度計画とARNECの同改革案において明確な
差異も存在する。その顕著な例が，上記③，④の中等教育制度
の構成であり，また，⑩のサンスクリット教育の奨励である。
２　ARNECの中等教育制度構想における中等教育の二段階化
　　と四領域
　ARNEC報告書において，初等中等教育制度の構想は，同一
の章（第三章）に必ずしも明確な区分なく包含されている。た
とえば，当該章の冒頭では，教育により育まれるべき，15の
「優れた，必要な習性」（habits）が，教育段階や教育領域（後
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述）の別なく挙げられている（MoE, 1961, pp.9-10）*12。これらは，
ARNEC が案出した教育制度改革の根本に位置付けられるが，
必ずしも実際の構想，特に中等教育制度のそれには具体的に反
映されてはいない。
　同報告書において，初等教育と明確に区分された中等教育制
度の構想は，中等教育特有の目標，期間，教員，そして，カリ
キュラムである。
　まず，中等教育特有の目標として，第一に，国家にとって能
力があり有用な市民の育成，第二に，経済生産，輸送，農業，
工業，軍事などの分野に貢献し得る労働者の育成，第三に，国
家の財産となるような優れた資質を持つ生徒の育成が挙げられ
ている。これは，初等教育に比べて国家への貢献がより意識さ
れた内容である。
　中等教育の期間は，前後期二段階に分かれる６年間と設定さ
れた。これは，５年制多目的ハイスクールを構想したNNEPC
の中等教育計画と明らかに異なる企てである。また，教員につ
いては，教員の資格として，文学士（B.A.），理学士（B.Sc），シ
ャーストリー（Shastri）*13などと明記されている。これは，中
等学校教員資格について明示しなかったNNEPC報告書の不備
を補う記述である。さらに，ARNECの教員養成計画では，こ
れらの学位や資格だけではなく，教育カレッジにおける養成な
いし現職研修の必要性が認識されている*14。
　カリキュラムについては，まず，前期中等教育（第６～８学年）
のカリキュラムが，一般教育とサンスクリット教育に区分され
ている。
　一般教育のカリキュラムは，ネパール語，英語，社会学習，
科学，数学，保健体育，および，選択科目から構成され，カリ
キュラム総体における各科目の比重は等しい*15。
　サンスクリット教育は，さらに第６，７学年と第８学年に分
割され，そのカリキュラムは，サンスクリット語（学年により
難度が異なる），ネパール語，数学，保健体育，科学（第６，７
学年のみ），社会学習（第８学年のみ），選択科目から成る。こ
のうち，サンスクリット語の比重が特に大きく，保健体育や科
学，社会学習のそれは小さい（MoE, 1961, p.18）*16。
　後期中等教育（第９～11学年）においては，カリキュラムへ
新たにＡ～Ｄ領域が設けられる。その詳細は，Ａ領域（地理学，
歴史学，市政学，心理学，論理学，経済学，語学（ネパールの言語，
ドイツ語，英語，フランス語，スペイン語，中国語，ロシア語）），
Ｂ領域（物理学，化学，生物学，高等数学），Ｃ領域（工業技術，
家政学，農学，教育学，秘書学，初歩的な工学，初歩的な医学，
初歩的な軍学，芸術），Ｄ領域（サンスクリット語，ヴェーダ，
司法，文法，占星術，文学）となる。
　第９，第10学年において，いわば人文科学系に相当するＡ領
域と，自然科学系に当たるＢ領域のカリキュラムは，重点的に
学習する選択科目（それぞれの領域のうち三科目），副次的に
学習する選択科目（それぞれの領域のうち重複しない一科目）
のほか，ネパール語，サンスクリット語，英語，数学から構成
される*17。
　職業系実学系のＣ領域のカリキュラムは，同領域の一科目に
重点を置きつつ，ネパール語，サンスクリット語，英語と，選
択科目（ＡないしＢ領域から一科目）も含む*18。
　サンスクリット教育であるＤ領域のカリキュラムは，当該教
育（Ｄ領域の一科目）を中心としながら，ネパール語と，選択
科目（ＡないしＢ領域から一科目）から構成される（MoE, 1961, 
p.19）*19。
　第11学年のカリキュラムについては，Ａ～Ｃ領域では主た
る選択科目（それぞれの領域から三科目）が中心となり，かつ，
ネパール語と英語も必修科目となる*20。Ｄ領域においても，選
択したサンスクリット教育（Ｄ領域の一科目）がカリキュラム
の大半を占めつつ，ネパール語と，選択科目（Ａ，Ｂ領域ない
し英語から一科目）を履修することになる（MoE, 1961, pp.19-
20）*21。
　こうしたカリキュラムに基づき実施される中等教育について，
ARNECは，口述および筆記試験，あるいは，芸術，理科，ス
ポーツなどにおいては実技および実演試験により，最低でも一
か月に一度の学習評価の機会を設けることを提言した。この評
価を決定するのは，校長を長とし，その他の学校教員から構成
される委員会であり，生徒は，試験の結果に基づき上級学年へ
の進級ないし原級留置が決定される*22。また，現行のSLC試験
のような最終試験に合格することで，生徒は，中等教育修了資
格を授与される（MoE, 1961, p.20）。
　なお，ARNEC報告書の初等中等教育制度構想における最重
要点として，教授用語や教科書に係る方針がある。すなわち，
ARNECは，当該構想において教授用語に関する単独項目を設
けて，地域による他言語での教授も許容しつつ，原則としてす
べての初等中等学校におけるすべての科目の教授用語がネパー
ル語であると明言している（MoE, 1961, p.17）。また教科書に
ついては，その執筆者および出版者が，可能な限りネパール人
であること，また，王国全体において，すべての科目の教科書
を統一することを提言している。
Ⅲ　NNEPC と ARNEC の中等教育制度構想および
　　そのカリキュラム案の比較
１　NNEPCの多目的ハイスクール構想における職業教育の重
　　視と教育段階の連続性
　上述の通り，NNEPCは，中級レベルのマンパワーを効果的
に養成するという方針に基づき，中等教育の目的を，主に，国
家開発に資する民衆の政治的市民的そして経済的な指導者層の
育成と設定した。NNEPCが多目的ハイスクールを構想したの
は，カリキュラムにおける語学学習偏重，村落生活からの乖離
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や，職業的実用的価値の不足，あるいは，最終試験の過重視と
いった問題を抱える従来の中等学校が，この目的に全く対応し
得ないからである。
　すなわち，多目的ハイスクールは，職業人をただちに育成す
る教育機会，あるいは，専門職教育の前段階と設定され，その
カリキュラムは，原則として完結的であり，かつ，職業教育科
目に重点を置いて構成される。それ故に，職業と直接連関しな
い非専門ないし非職業カレッジへの進学準備教育は，あくま
で「専攻」の一つ，とりわけ，多目的ハイスクールにおいては
周辺的なそれに位置付けられる。これは，リベラルアーツ・カ
レッジ（Liberal Arts College）など，非専門的ないし非職業的
な高等教育機関の設置およびその学生数を抑制することと，専
門および職業カレッジ・学校を即時設置することを提言した
NNEPCの高等教育計画とも対応する*23。
　また，多目的ハイスクールのカリキュラムは，初等学校のそ
れとも深く関連している。すなわち，すべての生徒にとって必
修の科目群であるコア科目および共通科目は，初等学校におけ
る学習体験をほぼ発展的に継承しており，ネパール国民として，
かつ，民衆の指導者層として備えるべき知識技術の源泉となる。
なお，コア科目および共通科目には，教具・教材開発と教員養
成における利便性を高めるとともに，在学途中の専攻変更を可
能としドロップアウトを回避するという意味もあると考えられ
る。
　カリキュラムにおける語学の位置付けも，多目的ハイスクー
ル構想を理解する上で重要な意味を持つ。NNEPCは，従来の
学校における語学学習の偏重を，非生産的で非実用的と厳しく
批判し，初等教育において通常のカリキュラムからネパール語
以外の言語を廃したが，中等教育についても，基本的な立場は
同一である。すなわち，多目的ハイスクールのカリキュラムに
おいては，コア科目および共通科目，そして，専攻に係る科目
に重点が置かれるため，語学の学習は中心にはなり得ない。他
方で，NNEPCは，ネパール語が，国内の主要コミュニケーシ
ョン媒体であり，また，学校教育における教授用語であり，か
つ，「国語である」という理由で，ネパール語能力の伸長を重
視した（Pandey et al., 1956, p.111）。なお，NNEPCは，ネパー
ル語文献が寡少な専攻においては，英語などの外国語の学習が
必要であると認識し，また，選択科目のかたちで英語，ヒンデ
ィー語，サンスクリット語学習が提供され得ると予測している
（Pandey et al., 1956, pp.113-114, p.118）。
２　ARNECの中等教育制度構想における職業教育の後退と語
　　学学習の偏重
　以上のようなNNEPCの中等教育計画およびその多目的
ハイスクールにおけるカリキュラム案の要点を参照すれば，
ARNECの中等教育制度構想およびカリキュラム案の特徴も容
易に導出し得る。
　まず，中等教育特有の目標は，国家への貢献がより強く意識
されてはいるものの，大要はNNEPCの中等教育の目的と大き
く隔たりはない。ただし，NNEPCが現況調査に基づき，同目
的と従来の学校教育との乖離を指摘した一方で，ARNEC報告
書においては，中等教育における既存の学校について，現状す
らほぼ言及されていない。
　一般教育とサンスクリット教育の共在は，NNEPCの教育制
度計画とARNECの教育制度改革案における明らかな相違であ
る。NNEPCは，多様な学校の並存状況を批判して，多目的ハ
イスクールに代表される単一学校制度の構築を提言したのであ
るが，ARNECは，サンスクリット教育がネパールの文化およ
び文明と密接な関係にあるため，特別な優先事項であると言明
し（MoE, 1961, p.2），前期中等教育におけるサンスクリット領
域および後期中等教育におけるＤ領域（サンスクリット領域）
の確立を提言したのであった。これは，後のネパールの教育制
度にも大きな影響を与えることになる。
　職業教育の位置付けは，NNEPCとARNECのカリキュラム
案における最大の相違の一つである。すなわち，NNEPCの多
目的ハイスクールのカリキュラムが，原則として中等教育段階
において完結的であり，かつ，コア科目および共通科目，そし
て，職業系専攻科目に重点を置いて構成されているのに対して，
ARNECの前期中等教育カリキュラムは，職業教育の余地がき
わめて少なく，後期中等教育への進学準備科目中心に構成され
ている。さらに，後期中等教育のカリキュラムは，Ａ，Ｂ領域
においては明らかにリベラルアーツ・カレッジ等への進学準備
教育の側面が強く，職業系実学系に相当するＣ領域においても，
職業科目選択の幅は多目的ハイスクールに比べて明らかに狭く，
第９，10学年における選択科目も，職業的実用的価値に乏しい
Ａ，Ｂ領域のそれとなっている。
　高等教育との接続について，ARNECの後期中等教育におけ
るＡ，Ｂ領域カリキュラムは，当時急増していたリベラルア
ーツ・カレッジ等への進学には効果がある可能性がある。た
だし，これは，非専門的ないし非職業的な高等教育機関の増
加を批判し，専門および職業カレッジ・学校の即時設置を提
言したNNEPCの高等教育計画はもとより，高等教育における
専門および職業教育の必要性を述べその即時導入を提言した
ARNECの高等教育制度構想とも全く対応していない（MoE, 
1961, pp.35-37）。
　初等教育において，ARNECは，NNEPCの計画の影響を強
く受けている。すなわち，ARNECは，初等教育カリキュラム
として，ネパール語，社会学習，科学と衛生，算数，芸術，体
育の教科群に加えて，衣食住に係る職業教育を提供する「自助
自立教育」（Self-reliant education）を提言したが，このカリキ
ュラム案は，NNEPCの初等教育計画における学習体験領域と
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近似している（註５参照）。それにもかかわらず，ARNECの前
期中等教育カリキュラムは，初等教育カリキュラムとの連続性
に乏しく，職業教育の余地も少ない。
　語学学習に関して，ARNECは，学校教育における教授用語
をネパール語と明言した上で，初等学校のカリキュラムからネ
パール語以外の言語を廃している。しかし，前期中等教育段階
に至ると，語学学習に傾斜するサンスクリット領域は措くにし
ても，一般教育においても英語が必修となり，後期中等教育で
は，さらに英語の比重が増すばかりか，Ａ～Ｃ領域においてす
らサンスクリット語の履修が求められ，学習評価における語学
の比重も全体の30～40％におよぶ。これは，NNEPCが，語学
学習に偏重して実用的生産的価値に乏しいと強く批判した，従
来の学校のカリキュラム構成と大きく変わるものではない。
３　1960年代の教育計画におけるARNEC構想の位置付けとそ
　　の評価
　ARNECの教育制度改革案の具体計画への反映について，３
か年計画（1962-1965）では，ARNEC報告書における提言を可
能な限り具体化したと述べられている。しかし，少なくとも中
等教育においては，３か年計画における具体活動として，現在
の開発活動のニーズに応じるために，また，教育を受けた失業
者の問題を回避するために，専門および職業教育を重視して，
10校の多目的スクールを開設することが明示されている（NPC, 
1963, p.268）。これは，明らかにARNECの中等教育制度構想と
は異なる内容である。
　第３次５か年計画（1965-1970）では，初等学校のミドルスク
ールへの移行などによる，中等教育の数量的拡大とともに，多
目的学校（multi-purpose school）などによる職業教育の充実が，
教育開発における具体課題として挙げられている*24。すなわち，
職業教育と一般教育を提供する多目的学校の増設や，その実演
学校の新設により，職業教育をより拡大することが計画された
（MoPE, 1965, pp.129-130）。
　このように，ARNECの中等教育制度構想は，実際の教育計
画へ具体的に反映されていない。そのためか，NNEPCの教育
制度計画が，後の教育計画や報告書等においてしばしば，しか
も肯定的に引用参照される一方で，ARNECの当該構想に対す
る直接の言及は，以下のように，必ずしも多くない。
　Wood & Knall（1962）においては，ARNECの後期中等教育
制度構想が，すべてのハイスクール卒業者がカレッジに進学
すると仮定しているとされ，その誤りが「経験的に」，そして，
中等教育におけるウェステージの観点から批判されつつ，現段
階における中等教育は，職業教育に特化するべきと提言された。
また，同書では，英語の必修科目化についても否定的な見解が
示唆され，特定領域以外における選択科目化が提言されている
（Wood & Knall, 1962, pp.39-40）*25。
　UNESCO ROEA（1966）では，1960年代半ばの中等教育につ
いて，SLC試験のための学習が中心で，カリキュラムにおいて
実践的な活動は少なく，専門教育および職業教育科目が存在しな
いと述べられている。他方で，当時16校存在する多目的ハイスク
ールは，より充実した施設設備を有しているものの，近年の変化
により，同校在学生であってもその多くがSLC試験合格や高等教
育進学を志向していたという（UNESCO ROEA, 1966, pp.12-13）。
　また，Neupane（1967）においては，国内の中等学校におけ
る「多目的教育」（Multi-Purpose Education）の現状と課題が
述べられている。しかし，この多目的教育とは，NNEPCが計
画した中等教育を継承した概念であり，ARNECの中等学校構
想は，同論文において全く省みられていない。
　Shrestha（1982）では，ARNECの後期中等教育制度構想につ
いて，勇気ある新しい取り組みではあったが，実際にはその作
成したカリキュラム案が一切実施されなかったと述べられてい
る。他方で，同書では，中等教育の二段階化が，後の「国民教
育制度」計画（National Education System: Plan for 1971-1976. 
以下，NESP）に与えた影響も示唆されている（Shrestha, 1982, 
p.28）。
　なお，1960年代を通じて，多目的ハイスクールは29校に達し
たが（MoE 1974, pp.33-34），通常のハイスクール数（1,065校）
に比べると（MoE 1971a, p.3），その増加は緩やかであった。
おわりに
　1954年に任命されたNNEPCは，「普遍的教育の実現」，「民衆
のニーズに応じた教育の提供」という理念に基づく総合的な教
育制度計画を作成した。中等教育は，本計画における優先開発
領域ではなかったが，同教育における多目的ハイスクール構想
は，国家開発に資する職業教育や，他の教育段階との連続性相
補性の重視といった，NNEPCの教育制度計画の特徴を端的に
示す重要な企てである。
　政治体制の激変過程において活動したARNECの教育制度
改革案は，表層的にはNNEPCの教育制度計画に近似してい
る。特に，複線型から単線型学校体系への移行，５年制初等教
育における職業科目の導入，ネパール語の教授用語化などは，
NNEPCの計画を全面的あるいは部分的に継承しつつ，従来の
教育制度の根本的変革を図るという意味で，王政復古後のネパ
ールの教育計画群において重要な意味を持つ。
　他方で，ARNECの中等教育制度構想は，NNEPCの多目的
ハイスクール構想とは懸隔している。すなわち，コア科目およ
び共通科目，そして，職業系専攻科目に重点を置き，語学教育
偏重を解消するカリキュラム構成，初等教育および高等教育カ
リキュラムとの連続性といった，従来の中等教育における問題
点の克服や，あるいは，国家開発におけるニーズ充足を目的と
したNNEPCの構想や方策が，ARNECの中等教育計画にはほ
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ぼ受容されていない。むしろ，語学学習を重視し進学準備教育
に傾斜した前期中等教育は，NNEPCが批判した旧来の学校に
近いといえる。さらに，後期中等教育においても，語学学習が
きわめて重視され，特にＡ，Ｂ領域のカリキュラムは，リベラ
ルアーツ・カレッジ等への進学準備教育に傾斜した内容となっ
ているほか，職業教育を提供するＣ領域についてもその職業科
目選択の幅は狭い。これは，専門および職業教育の即時導入を
提言したARNECの高等教育制度構想とも対応していない。
　こうしたARNECの中等教育制度構想は，1960年代の教育計
画へ具体的に反映されてはいない。ただし，同構想には，一般
教育とサンスクリット教育の共在，中等教育の二段階化など，
後の教育計画および政策に与えた影響も看取し得る。それ故に，
同構想と，1971年のNESPなどとの比較は，ネパールにおける
中等教育開発について解明する上で有意味である。
　さらに，ネパールの教育開発の過程において，1960年代は，
教育行政組織の再編，教育法規の制定，UNESCO調査団の受
け入れなど，熟慮と模索の中で教育制度が徐々に整備されてい
く，重要な時期である。ARNEC報告書における各段階・領域
計画の詳細な検討も含めて，今後の課題としたい。
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＊1	 	現在のネパール政局はきわめて流動的である。本研究は，あくまで「王
国」時代のネパールについて追究する。
＊2	 	1950年代における中等教育の状況とNNEPCの中等教育計画について，
詳しくは中村（2007）を参照のこと。
＊3	 	たとえば，1954年のミドルスクール（第６～８学年）のカリキュラムは，
①ネパール語ないしヒンディー語，②英語，③数学，④地理，⑤ネパー
ルとインドの歴史，⑥サンスクリット語，⑦音楽，⑧絵画，⑨生理（第
６学年）ないし衛生（第７，８学年），⑩科学（第８学年）から構成される。
　また，1952年のSLC（School	Leaving	Certificate.	中等教育修了資格）
試験の科目は，①英語（200.	配点を意味する。以下，同じ），②（a）初
等ネパール語（50），②（b）初等サンスクリット語ないし応急療法（50），
③数学（100）ないし算数（50）および家計（50），④ネパール語，マイティ
リ語，ヒンディー語，ウルドゥー語，ベンガル語のうち一つ（100），
⑤歴史ないし地理（100），⑥科学，家政，一般知識から一つ（100），⑦
選択科目１（（a）農業，（b）工業化学，（c）芸術，（d）古語，（e）初等生物，
（f）初等公民，（g）初等物理および化学，（h）地理，（i）歴史，（j）数学，（k）
音楽，（l）紡績，（m）機織，（n）ネパール語）（100），⑧選択科目２（（a）
商業地理，（b）生理および衛生，（c）フランス語ないしドイツ語，（d）
農村経済と協同）（100）となっている。
＊4	 	NNEPCは，中等教育を受ける者を，1965年まで，最大でも初等学
校卒業者の20％に抑制することを提言した（Pandey	et	al.,	1956,	p.82,	
p.107）。
＊5	 	NNEPCは，初等教育計画において，①社会学習，②科学，③言語，
④算数，⑤手工芸（衣食住），⑥芸術，⑦人間的発達という七領域を設
定した。ただし，これらは相互連関しているため，教科として区分な
いし分離されず，初等教育は，多様な領域を含む中心テーマないし単
元に沿った学習体験として組織され統合される（Pandey	et	al.,	1956,	
p.94）。
＊6	 	多目的ハイスクールにおけるコア科目ないし共通科目は，社会学習，
応用科学，ネパール語，応用数学，個人的肉体的開発などを含む。
＊7	 	より詳細には，専門職準備教育として教授，医学，看護学，法学，工学，
政治学が，商業領域として秘書，会計士，事務員，政府職員の訓練が，
農業領域として農業および林業訓練が，工業領域として工業および鉱
業訓練が，例示されている（Pandey	et	al.,	1956,	p.109）。この例から，
カレッジ進学準備教育とは，非専門ないし非職業カレッジへのそれと
推測できる。
＊8	 	①の発展科目として，ヨーロッパの文芸と歴史，経済地理学，古典言
語，高等科学ないし数学が，②の関連科目として，工学グループにお
ける機織や木工が例示されている。また，設置する需要と価値がある
科目，たとえば，演劇や民族舞踊も選択科目に含まれ得る（Pandey	et	
al.,	1956,	p.109）
＊9	 	国家，県，郡，市町・村落それぞれに地方組織であるパンチャーヤト
を置く制度である。市町・村落パンチャーヤトの成員は国民の直接選
挙によって選出され，その他のパンチャーヤトは，直下のそれの成員
によって選出される。
＊10		1950年代の教育開発の成果については，中村（2004）ほかを参考のこと。
＊11		その内訳は，Wood（1965）によれば，英学学校144校，サンスクリット・
スクール10校，ベイシック・スクール0校，多目的ハイスクール2校で
ある（Wood,	1965,	table	2）。Wood	&	Knall（1962）では，サンスクリッ
ト・スクール等は同数であるが，英学学校が146校とされ，多目的ハ
イスクール数は計上されていない（Wood	&	Knall,　1962,	 table	14）。
ただし，本文の通り，多目的ハイスクールは1959年までに２校設置さ
れている（Wood,	1965,	p.41）。
＊12		この15の習性は，①清潔さ，②協同の精神，③法，政府の指示，社会
習慣の尊重，④教員や親など年長者の尊重，⑤神，国家および国王へ
の充分な敬意，⑥感謝の精神，他者からの支援の記憶，⑦他者から有
用なものを学ぶこと，⑧他宗教への寛容，⑨互助の精神，⑩社会に有
用な知識を得る継続的努力，⑪欲心の抑制，⑫飲酒の禁止，⑬精神，
思考，行為における理想追求，⑭毎日の運動，⑮義務履行などへの集
中である。
＊13		ARNEC報告書の文脈において，シャーストリーは，サンスクリット
教育におけるカレッジレベルの修了資格を意味する（MoE,	1961,	pp.9-
11）。
＊14		ARNECの教員養成計画では，中等学校教員（候補者）に対して，①
SLC（中等教育修了資格）に対する教育カレッジにおける４年間の養
成，②文学士ないし理学士保持者に対する教育カレッジにおける１年
間の養成，③中等学校教員に対する現職研修という養成ないし研修が
構想されている（MoE,	1961,	p.24）。
＊15		各科目の配点は，すべて100となっている。なお，選択科目は，音楽，
絵画，舞踊，ビジネス，ネパール語以外のネパール言語，初歩サンス
クリット語である。
＊16		カリキュラムにおける比重は，サンスクリット語（300），ネパール語
（100），数学（100），保健体育（50），科学ないし社会学習（50），選択
科目（100）となっている。なお，選択科目は，音楽，絵画，舞踊，ビ
ジネス，英語，社会学習（第６，７学年のみ），科学（第８学年のみ），
ネパール語・サンスクリット語以外のネパール言語，初歩サンスクリッ
ト語である。
＊17		カリキュラムにおける比重は，ネパール語（150），サンスクリット語
（50），英語（200），数学（100），主選択科目（300），副選択科目（100）となっ
ている。
＊18		カリキュラムにおける比重は，ネパール語（150），サンスクリット語
（50），英語（200），数学（100），主選択科目（300），副選択科目（200）となっ
ている。
＊19		カリキュラムにおける比重は，サンスクリット教育（500），ネパール
語（200），選択科目（200）となっている。
＊20		カリキュラムにおける比重は，主たる選択科目（600），ネパール語
（200），英語（200）となっている。
＊21		カリキュラムにおける比重は，サンスクリット教育（600），ネパール
語（200），選択科目（200）となっている。なお，選択科目のうち，Ａ
およびＢ領域科目は第９，10学年相当の内容，英語は第11学年レベル
のそれとなる。
＊22		ARNECは，40％の得点を及第とし，同60％を第一等級，同75％を最
優等級と設定した。
＊23		NNEPCは，カレッジにおける膨大なウェステージを批判し，また，
カレッジが，マンパワー養成という国家のニーズに全く応じず，さら
に，高学歴な失業者の問題を誘発するとして，その統合再編を強く主
張した（Pandey	et	al.,	1956,	p.128）。なお，当時のカレッジの大半を
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占めるのが，私立のリベラルアーツ・カレッジであった。1950年代の
ネパールにおける高等教育開発の背景と過程については，中村（2004）
を参照のこと。
＊24		この多目的学校は，設置数などに鑑みて，多目的ハイスクールと同一
であると考えられる。なお，当時は16の多目的学校において5,000人の
生徒に職業教育が提供されていたという。
＊25		Wood	&	Knall（1962）では，NNEPCの多目的ハイスクール構想にお
けるカレッジ進学準備教育についても，当時のネパールの文脈から「贅
沢品」として即時廃止が提言されている。
＜参考文献＞
中村裕（2004）.	「ネパールにおける高等教育制度の成立と機構－トリブヴ
ァン大学創設の背景とその組織に注目して－」日本教育制度学会『教
育制度学研究』第11号，186-201頁.
中村裕（2007）.「ネパール・王政復古期における中等教育計画の特徴と帰
結－NNEPCの多目的ハイスクール構想に焦点を当てて－」.	関東教
育学会『関東教育学会紀要』第34号，51-62頁.
中村裕（2013）.	「1960年代ネパールにおける教育制度改革の背景と特徴－
NNEPCおよびARNECの教育制度構想における国民概念を比較して
－」.	聖徳大学『研究紀要　短期大学部』第45	号，77-83頁.
Karki,	Yama	Bahadur（1959）.	Developments	 in	secondary	education.	
Education Quarterly	3-2/3.	Kathmandu;	The	Bureau	of	Publications,	
College	of	Education.	52-55.
Mahat,	Chandra	Kala	Kilan（1959）.	Laboratory	 school.	Education 
Quarterly	3-2/3.	Kathmandu;	The	Bureau	of	Publications,	College	
of	Education.	23-28.
Ministry	of	Economic	Planning（1965）.	The third plan （1965-1970）.  
Kathmandu;	Author.
Ministry	of	Education（1961）.	Report of the Overall National Education 
Committee, 2018B.S.	Kathmandu;	Author.
